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雇用流動化時代の豊かな労働者とは
―2つの内部労働市場の人事管理と職種間賃金格差

池田　心豪
（労働政策研究・研修機構副統括研究員）

田上　皓大
（労働政策研究・研修機構研究員）

本稿の目的は，今日の日本社会で広がりつつある正社員の雇用流動性について，労働者の
経済的豊かさ，具体的にいえば賃金水準に着目して，その実態を整理することにある。そ
のキー概念として，内部労働市場概念に着目し，新卒採用・内部補充を主たる人材確保の
方法とする内部労働市場（クローズド型）と中途採用・外部調達を主たる人材確保の方法
とする内部労働市場（オープン型）を比較した。労働者個人の職業移動と企業の人事管理
の分析から，大卒ホワイトカラーに限っていえば，「クローズド型内部労働市場」も

「オープン型内部労働市場」も，賃金の優劣はつけがたいことが明らかになった。その意
味で，サービス業を中心に拡大しつつある雇用流動的な正社員の労働市場は，長期雇用型
の内部労働市場に並ぶもう 1 つの豊かな内部労働市場のモデルになる可能性がある。しか
しながら，雇用流動的な労働市場は，職種間の格差が大きい。2 つの内部労働市場間に一
方はプライマリーで他方がセカンダリーだという優劣があると断じることはできないが，

「オープン型内部労働市場」には，「クローズド型内部労働市場」には見られない格差問題
が内包されている。そして，この構造は，企業の人事管理によって意図的に生み出されて
いる面がある。先行研究が指摘するような企業規模や雇用形態の違いによって生じる差で
はなく，同一企業内の同一雇用形態の中で生じている格差である。その意味で，雇用流動
化の問題は依然として格差問題と結びついている。
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Ⅰ　は じ め に

　本稿の目的は，今日の日本社会で広がりつつあ

る正社員の雇用流動性について，労働者の経済的
豊かさ，具体的にいえば賃金水準に着目して，そ
の実態を整理することにある。
　日本の労働市場は正社員の転職が増えている。
理由はさまざまにあるが，雇用が増えているサー
ビス業の転職が活発であることは，その構造的な
要因の 1 つである。その意味で，今日の日本は

「雇用流動化時代」に入っているといえる。
　あらためて説明するまでもなく，20 世紀後半
の日本は高い経済成長率のもと経済的に豊かな生

（中央大学助教）
西村　　純
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活を実現した。日本的雇用システムは，日本企業
の高い国際競争力と労働者の豊かな経済生活の源
泉として高く評価されてきた。しかし，1990 年
代以降は打って変わって，長引く日本経済の停滞
の元凶とみなされ，その負の側面に光が当てられ
てきた。そして，日本経済を再び活性化し，経済
的に豊かな社会を取り戻したいという問題意識か
ら，オルタナティブとなる労働市場のあり方がた
びたび議論されている。改革の論点はリスキリン
グやジョブ型雇用（濱口 2009）の導入等，多岐に
わたるが，雇用のルールとして中核にあるのは長
期雇用慣行だろう。しかし，改革の是非を問題に
するまでもなく，趨勢として正社員の労働市場は
すでに流動化しつつある。では，そのことをもっ
て，日本の労働市場は望ましい方向に変化してい
る，ということができるだろうか。
　ポイントになるのは，大企業の雇用流動性であ
る。氏原（1966）は「企業的封鎖性」を日本の労
働市場の特徴とし，大企業が中途採用の活用に消
極的であることを指摘する。その分析において，
流動的な労働市場は中小企業に存在するものの，
それは大企業の労働市場と比べると不安定な労働
市場と位置づけられていた。菅野（2004）は，こ
のような大企業の長期雇用慣行が中小企業にとっ
ても範型となり，労働市場全体を律する規範と
なっていることを指摘し，そのオルタナティブと
して，雇用流動化の可能性に言及している 1）。
　では，今日広がりつつある雇用流動的な大企業
の労働市場は，かつての長期雇用型の労働市場と
同じように豊かな労働者を生み出しているのだろ
うか。また，そうであるなら，その豊かさはどの
くらいの広がりを持っているだろうか。つまり，
中小企業が模範とするような大企業の労働市場が
雇用流動的な労働市場でも確認できるだろうか。
そのような問題意識を本稿はもっている。
　留意したいのは，一般的な理解と異なり，日本
の労働市場には昔から雇用流動的な労働市場が存
在していたことである。中馬・樋口（1995）は，
日本と諸外国の比較において長期勤続者の割合に
大きな違いはみられないが，日本は短期勤続者の
割合が低いことを明らかにしている。つまり，長
期勤続者が多いというより，雇用流動的な労働者

の少なさが日本の特徴であることを示している。
だが，平成不況期を経た日本の労働市場における
企業への残存率を見た神林（2016）によると，長
期雇用慣行が維持される（5 年以上勤続者の残存率
に変化はみられない）一方で，短期勤続者の割合
は増加傾向にある（5 年未満の勤続者の残存率は低
下傾向）。こうした雇用流動層の存在は，1990 年
代の景気低迷や雇用情勢の悪化，企業の人事制度
改革の帰結であるかのように一般的には理解され
ている。
　しかし，橋本（2015）は，氏原の用いた京浜工
業地帯を対象とした調査データの再分析から，必
ずしも封鎖的とはいえない可能性があることを指
摘している。つまり，日本に長期雇用慣行が根づ
いていた時代から，すでに長期勤続層とは異質な
雇用流動層が大企業にも存在し，両者が共存して
いた可能性がある。その一方で，バブル崩壊後の
不況期，企業が積極的に雇用調整を行っていた時
代においても，長期雇用慣行は維持されていた

（仁田 2003）。その意味で，長期勤続層と雇用流動
層は，時代の変化の中で一方が拡大し，他方は縮
小しながら共存し続けていたという見方ができる。
　本稿では，こうした長期勤続層と共存する雇用
流動層に着目し，近年大企業に広がりつつある雇
用流動化が長期雇用慣行の改革の結果ではなく，
もともと存在していた労働市場の拡大である可能
性を検討する。そのキーワードとして，「内部労
働市場」概念に着目する。
　一般的に内部労働市場とは，内部登用を主たる
人材確保の方法とする内部労働市場のことだと理
解されている（野村 2007）。だが，外部調達を主
たる人材確保の方法とする「オープン型」の内部
労働市場（Doeringer and Piore 1971）もあること
を念頭に置き，本稿では，大企業における内部労
働市場の多様性を描き出したい。そして，日本経
済の再生という観点から，今日拡大しつつある雇
用流動層は豊かな経済生活の担い手となりうるか
を検討する。
　この点に関して筆者等が先行して行った分析に
よれば，日本の大企業においても人材の内部登用
を前提に人材を活用している内部労働市場（「内
部登用型」の内部労働市場）と外部調達を前提とし
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ている内部労働市場（「雇用流動型」の内部労働市
場）の 2 つが存在している（西村・梅崎・藤本 
2024）。しかし，（広義の）サービス業を中心とす
る雇用流動的な労働市場の労働者は収入が高いと
はいえず，今日広がりつつある雇用流動的な労働
市場は経済的な豊かさにつながっていない可能性
があることが明らかになっている（労働政策研
究・研修機構 2021；西村・池田・田上 2023）。
　2 つのタイプの労働市場が対等な関係にあると
いえるなら，それは望ましい多様化であるといえ
る。しかし，実際には，必ずしもそうとはいえな
い。氏原（1966）が指摘したような封鎖的だけれ
ども処遇が安定している大企業と流動的だけれど
も処遇が不安定な中小企業といったいわゆる二極
化のような問題を，今日の雇用流動層についても
指摘できる。それは望ましい労働市場のあり方だ
とはいえないであろう。
　しかし，少数であっても豊かな雇用流動層の萌
芽を確認することができるなら，それを新たなモ
デルとすることはできるのではないだろうか。そ
もそも長期雇用慣行も，実態として多くの企業や
労働者がそのようにしているというより，望まし
いモデルとして多くの企業や労働者が手本にして
いるという意味合いが強い。それはなんといって
も，大企業の長期勤続層が経済的に豊かな生活を
享受していたからである。同じように雇用流動層
においても，モデルとなるような労働者層を析出
することができるだろうか。そのような問題意識
で，人材の内部登用を前提とせず，かつ，労働者
に豊かさをもたらすような内部労働市場が存在す
るのか，事例やデータを分析したい。
　議論の前提として，まず，批判の対象となって
いる新卒採用・内部登用を主たる人材確保の方法
とする内部労働市場とは異なる内部労働市場が大
企業セクターにおいて認識できるのかを検討する
必要がある。そして，仮にそのような内部労働市
場が存在したとして，そこにはいかなる特徴や問
題が見出されるのか。また，その背後にある企業
の人事管理はどのようなものなのか。これらの点
について検討する必要がある。一見すると遠回り
かもしれないけれども，こうした回り道が実りあ
る雇用改革論議に繫がっていくのではないだろ 

うか。
　これ以降の本稿の構成は以下の通りである。ま
ず，Ⅱで内部労働市場について，その発見者の議
論を振り返り，その諸特徴を整理し，検討課題を
明確にする。そして，ⅢとⅣにおいて，日本の内
部労働市場の構造把握を試みる。Ⅲでは，労働者
個人の職業移動に関する調査から，日本における
雇用流動性の高いセクターと低いセクターの特徴
を学歴・職種別に把握する。Ⅳでは，労働者個人
調査で明らかになった構造について，その背後に
ある企業の人事管理に基づいて検討する。最後に
Ⅴにおいて本稿の発見，含意，課題について述 
べる。

Ⅱ　「内部労働市場」概念の整理

１　内部労働市場の多様性

　内部労働市場は，キャリアや労働条件の決定方
法の 2 つの面において，外部労働市場とは異なる
特徴を持つ労働市場とされている（Kerr 1954；
Doeringer and Piore 1971）。Doeringer and Piore

（1971）によって広く知れ渡ることとなった「内部
労働市場」概念であるが，一般に，内部労働市場
というと長期雇用や内部登用など，日本の雇用シ
ステムに見られる諸特徴を有するものと見なされ
がちである。だが，Doeringer と Piore の指摘を
丁寧に確認すると，内部労働市場とは必ずしもそ
のような単一的な労働市場ではなく，多様なもの
であることが分かる。実は，Doeringer and Piore

（1971）には，企業を越えた移動を前提とした内
部労働市場と，企業内に限定された内部労働市場
の 2 つが存在する 2）。
　では，そもそも内部労働市場とはどのような労
働市場であると想定されていたのか。この点を
Doeringer（1967）に基づいて，あらためて確認
してみたい。本稿に関わる彼の指摘として注目す
べき点として次の 3 点が挙げられる。
　1 つめは，複数の内部労働市場の類型を想定し
ていたことである。彼は職業を単位として，同一
企業においても複数の企業への参入方法があるこ
とから，内部労働市場にも複数の形態が存在して
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いると考えていた。内部調達によって人材を補充
す る「 ク ロ ー ズ ド 型（the closed internal sub- 
market structure）」と空きポストが生じた際には
外部から調達する「オープン型（the open internal 
submarket structure）」があり，「クローズド型」
の例として組立工や保全が，「オープン型」の例
として男性衣服産業の縫製やプレスが挙げられて
いる。そして，それらを両極として，その間にさ
まざまなパターンがあることが想定されていた。
　2 つめは，ルールに基づいて内部労働市場が運
営されていることである。いずれのタイプであっ
ても採用や働き方に関するルール（hiring and 
work rule）に基づいて労働者の処遇が決定され
ることを外部労働市場に対する内部労働市場の特
徴とした。すなわち，採用管理，賃金管理，労使
関係など人事管理の諸制度に基づいて労働者の処
遇が決定されているところに，市場の調整に基づ
いて企業への参入・退出や労働力の価格決定が行
われる外部労働市場との違いがあるのである。こ
のように，内部労働市場の構造は，企業の人事管
理によって規定されることが，重要な特徴として
認識されていた。このことは，内部労働市場と外
部労働市場の違いは，雇用の流動性ではなく，企
業への参入や処遇の決定方法であることを意味す
る。つまり，「雇用の流動性が高まること＝内部
労働市場の崩壊」ではないのである。外部調達を
主たる人材調達方法としている場合でも，何らか
の人事制度に基づいた人材活用が実践されていれ
ば，それは「オープン型」の内部労働市場の可能
性もあるのである。
　3 つめは，労働者に与えられる恩恵（privilege）
である。特定の組織で働く労働者が獲得できる恩
恵，いい換えると当該組織に所属することによっ
て何らかのメリットを享受できることも内部労働
市場の特徴として重視されていた。この指摘に基
づくと，現象として多様な雇用管理や賃金管理が
あることが，多様な内部労働市場が存在している
ことを意味するのではなく，そこに労働者が享受
できる何らかの恩恵が存在して，はじめて多様な
内部労働市場が存在していることになる。昨今の
労働市場改革は，この「恩恵」を巡る議論ともい
える。理論と実践のいずれの立場に立つにせよ，

労働市場の実態を認識する上で重要な視点だとい
えよう。

２　恩恵を念頭に置いた雇用関係研究

　こうした恩恵にかかわる点に関心を置き，近年
の米国の内部労働市場について検討した研究とし
て Osterman（2024） が あ る。Osterman は， 米
国における雇用関係研究では内部労働市場（一次
的な労働市場）と非内部労働市場（二次的な労働市
場）間の格差に関する検討は進む一方で，内部労
働市場それ自体が豊かな労働市場といえるのかに
ついての検討は進んでいなかったことを指摘す
る。そこで，研究者間にあった前提，すなわち，
内部労働市場は収入，技能形成，雇用保障の面で
優れた労働市場であるという前提を改めて問う必
要性を主張している。
　彼は，まず，Cappelli（1999）が指摘したシリコ
ンバレーなどで見られるジョブホッピング型の労
働市場が発達しているかといわれれば，必ずしも
そうではないことを指摘する。その上で，①社内
の従業員による欠員補充（内部調達），②企業か
らの教育訓練の提供，③社内の従業員を基準にし
た賃金制度といった特徴を持つ内部労働市場と経
済的指標の関連を分析している。その結果，上記
の特徴を持っている労働市場のフルタイム労働者
とそうではない労働市場のフルタイム労働者の年
間収入には明確な差が見られないことを発見し
た。ここから，米国において豊かな仕事（good job）
は，内部補充を主たる人材調達方法とする内部労
働市場とは異なる諸特徴を有する職場に多く見ら
れる可能性が高いことを指摘する。Osterman の
発見を本稿の関心に引きつけて整理すると次の点
が重要になる。まず，内部調達を主たる人材調達
方法とする「クローズド型内部労働市場」を最も
豊かな労働市場とすることには留意が必要である
ことである。と同時に，ジョブホッピング型の外 
部市場に基づく人材活用（Cappelli（1999）のいう

「ニュー・ディール」の 1 つのモデル）もオルタナ
ティブといえるほどには発達していないことで 
ある。
　以上から，「クローズド型内部労働市場」でも
なければ外部労働市場でもない何か別の豊かな内



23

論　文　雇用流動化時代の豊かな労働者とは

No. 773/December 2024

部労働市場が米国において存在していることが示
唆される。つまり，一国のなかには多様な内部労
働市場が存在しているかもしれないのである。
　しかしながら，Osterman の分析は Doeringer 
and Piore（1971）における「クローズド型」と外
部調達を前提とした「オープン型」のうち，前者
の内部労働市場のみを対象としており，両者の関
係性を問うてはいない。Osterman のいう別の労
働市場とは人材の外部調達を前提とするような内
部労働市場なのか。両者の関係性を対象とした研
究の蓄積が必要だといえよう。
　もちろん，Osterman の対象は米国であり，日
本とは異なる特徴を有している。しかしながら，
明示はしないものの Doeringer の指摘を引き継い
でいると考えられる Osterman の視点は，流動的
な労働市場への期待が高まっている現在の日本に
おいても重要であると思われる。今日の日本の労
働市場において望ましい働き方の模範としての長
期雇用を代替するような雇用流動化が起きている
のか。恩恵という視点を明確に意識していたわけ
ではないが，この点について検討した西村・池
田・田上（2023）では，長期雇用を代替するよう
な雇用流動型の労働市場の広がりは見られないこ
とが指摘されている。労働者個人の所得を分析し
た結果，雇用流動型の労働市場における所得は長
期雇用型を上回っているとはいえなかった。しか
しながら，その事実から即座に雇用流動型の内部
労働市場が長期雇用型の内部労働市場よりも劣っ
ていると結論づけるのは早計である。雇用流動型
の内部労働市場の中にも，恵まれた恩恵を受け，
豊かな経済生活を営んでいる労働者がいないわけ
ではないだろう。問題は，その人数が少ないこと
ではないか。そのために，全体を平均的に見渡せ
ば，豊かでないように見えるだけかもしれない。

３　検討課題

　ところで，豊かな経済生活を支えている長期雇
用型の人事管理が適用されているのはどのような
属性の労働者であろうか。
　一般的に近代社会のメリトクラシーにおいては
学歴と職種が結びついており，高学歴層がホワイ
トカラー職につきやすい。さらに，世界的にみれ

ば企業における人事管理はホワイトカラーとブ
ルーカラーで異なっていることが多い。しかし，
小池（2005）は日本における人事管理の特徴とし
て，製造業の熟練工に代表されるようなブルーカ
ラーに対しても，ホワイトカラーと同じような人
事管理が適用されている「ブルーカラーのホワイ
トカラー化」を指摘している。さらに，菅山（2011）
は，「ブルーカラーのホワイトカラー化」に関し
て，戦前において一部の上層ホワイトカラーを対
象としていた新規学卒者採用（新卒採用）という
仕組みが，戦後徐々にブルーカラーにも適用され
るようになったことが重要であるとしている。こ
れによって，ブルーカラーにおいても新規学卒者
の長期勤続を望ましいとする人事管理が確立し 
た 3）。
　以上の議論を踏まえると，一般的には学歴や職
種によって適用される人事管理が異なっていると
考えられるものの，日本の典型的な雇用慣行のも
とでは学歴・職種間での人事管理の多様性の程度
は低いと想定される。しかしながら，日本の労働
市場を対象とする伝統的な先行研究では，産業セ
クター間の差異が十分に考慮されていない。キャ
リアの幅やメリトクラシーの構造といった視点以
外で，特に第三次産業やサービス産業におけるホ
ワイトカラーの実態を明らかにしている研究は少
ない 4）。西村・池田・田上（2023）では，製造業
を中心とする長期雇用型の労働市場とサービス業
を中心とする雇用流動型の労働市場で主流となっ
ている企業への入り口が異なっていることを指摘
しており，同じ学歴・職種であっても産業セク
ターによって状況が異なっているかもしれない。
また，先述の Osterman（2024）は，米国におけ
る収入の高い仕事は「クローズド型内部労働市
場」以外にある可能性があることを示唆するもの
の，学歴・職種・産業セクターは単に統制変数と
して使用するにとどまっており，そうした変数の
交互作用の影響は考慮していない。
　以上を踏まえると，大きな検討課題として次の
2 点が挙げられる。第一に，労働者への恩恵とい
う視点に基づき，内部調達を主とする長期雇用型
セクターと外部調達を主とする雇用流動型セク
ターの構造を把握することである。本稿では，
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Osterman（2024）の議論を踏まえつつ，西村・
池田・田上（2023）で検討した長期雇用型セク
ターと雇用流動型セクターにおける経済的な仕事
の質の差異について，さらに学歴と職種も考慮し
て再分析する。そのうえで，雇用流動型セクター
の経済的豊かさがどのように評価できるのかを議
論する。
　第二に，そうした構造の背後にある人事管理の
特徴を明らかにすることである。内部労働市場
は，組織のルールに基づいて労働者の労働条件や
キャリアを決定する市場である。これらのルール
は，人事管理における個別施策に表れるものであ
る。つまり，構造をより正確に認識するために
は，配置や賃金における企業の行動を把握する必
要がある。本稿では，筆者らも参加した既存の事
例調査に基づきこの点について確認する。

Ⅲ　個人の流動性からの検討

１　分析データの概要

　労働者個人の雇用流動性から分析しよう。使用
するデータは，労働政策研究・研修機構が 2019
年に実施した『職業と生活に関する調査』（以下，

『職業生活調査』）である 5）。従属変数として注目す
るのは労働者の時間当たり賃金である 6）。学歴・
職種・産業セクターは，サンプルサイズの制約か
らやむをえず粗いカテゴリーとしてリコードして
分析に用いる。職種については，大学卒以上を

「大卒以上」，それ以外を「大卒未満」とした。職
種類型については表 1 に，産業類型については表
2 に示した。
　表 2 の産業セクターの類型化に関しては以下の

予備的な分析に基づいている。まず，分析に耐え
うるサンプルサイズを確保するため，個々の産業
をそれぞれの経済活動の類似性を考慮して 5 つの
グループにわける 7）。そして，『職業生活調査』
を用いて，初職時点のこのグループおよび企業規
模ごとに労働者のキャリア類型の分布を示したも
のが図 1 である 8）。これをみると，初職継続割合
が 40％以上なのは第二次産業に当たる「鉱業，
建設業，製造業の大企業」，モノや情報を届ける
産業である「運輸，郵便，情報通信の大企業」な
どで，反対に転職 2 回以上の割合が 40％以上な
のは資産の管理にかかわる「金融・保険，不動
産，物品賃貸業の大企業」や広義の対人サービス
業に当たる「卸売，小売，サービス業の大企業」
などである。したがって，産業セクターとして
は，前者を長期雇用型，後者を雇用流動型に分類
するのが適当である。広義の専門サービス業とい
える「医療・福祉，教育・学習支援，専門サービ
ス業の大企業」は，初職継続と転職 2 回以上の割
合が同程度となっており，産業セクターとしては
中間的な特徴を持っているが，ここでは初職継続
の割合が他の長期雇用型の産業と比べて相対的に
低いことを重視して雇用流動型に分類する。
　以下の分析では，まず記述的な分析としてセク
ター・学歴・職種の 8 つの組み合わせごとに賃金
分布と平均賃金を比較する。次に，年齢・性別・
キャリア（初職継続，転職 1 回，転職 2 回以上）を
統制した場合に，それぞれの組み合わせ間の賃金
の差異が統計的に有意であるかを回帰分析によっ
て確認する 9）。分析対象は大企業に勤めている正
社員で，産業分類「農林漁業」「電気・ガス・熱
供給・水道業」「公務」「その他」と職種「農林漁
業作業者」を除き，使用する変数に欠損値のない

表 2　分析で使用する産業類型

セクター 産業 図表中での
省略表記

長期雇用型
鉱業・採石業，建設業，製造業 鉱建製
運輸・郵便業，情報通信業・マスコミ 運郵情

雇用流動型

金融・保険業，不動産・物品賃貸業 金保不
卸売業，小売業，宿泊業・飲食店・娯
楽業，その他サービス業 卸小サ

医療・福祉，教育・学習支援，専門
サービス業 医福教専

表 1　分析で使用する職種類型

職種類型 職種
ホワイトカラー 管理職，専門職・技術職，事務職

現業
営業職，販売職，サービス職，保安的
職業，生産工程・建設・採掘，輸送・
機械運転・運搬・清掃・包装等
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出所：『職業生活調査』より筆者作成

注：�点は賃金の平均値を示している。箱ひげ図のひげの描画には，最小値及び最大値ではなく，5 パーセンタイル
及び 95 パーセンタイルを用いている。

出所：『職業生活調査』より筆者作成

図 1　初職セクター別のキャリア類型

図 2　セクター・学歴・職種別の賃金分布

ケースである（n＝981）。

２　労働者個人の賃金からみた雇用流動型セク
ターの評価

　図 2 にセクター・学歴・職種別の賃金分布を示
す。図においては平均賃金の高い順にセクター・
学歴・職種の組み合わせを並べている。まず，ラ
ンキング上位 3 位を占めているのがホワイトカ
ラーである。ホワイトカラーに注目すると，長期

雇用型の大卒以上，雇用流動型の大卒以上，長期
雇用型の大卒未満という順に賃金が高くなってい
る。ランキングの中位には，長期雇用型の現業の
うち大卒以上と大卒未満がそれぞれ続いている。
ランキング下位には雇用流動型における残りの組
み合わせが続いている。セクター・学歴・職種そ
れぞれの変数に注目すると，長期雇用型／大卒以
上／ホワイトカラーであるほうが賃金が高いとい
う傾向がある。
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注：回帰モデルによって推定された賃金の予測値と 95％信頼区間を示している。
出所：『職業生活調査』より筆者作成

図 3　回帰モデルに基づくセクター・学歴・職種別の賃金の予測値

　長期雇用型の大卒以上ホワイトカラーが最も賃
金が高いカテゴリーであるが，第 1 四分位数及び
中央値が次点の雇用流動型の大卒以上ホワイトカ
ラーも高くなっており，賃金分布全体をみて経済
的な仕事の質が最も良いと評価できる。一般的に
は大卒ホワイトカラーは内部労働市場的な人事管
理を適用されやすいとされるが，当該カテゴリー
においては長期雇用型のほうが雇用流動型よりも
賃金が高い。また，大卒以上現業に注目してみて
も長期雇用型のほうが賃金は高い。それ以外で
も，同学歴・同職種であればすべての組み合わせ
において長期雇用型のほうが雇用流動型よりも賃
金が高いという結果になっている。
　セクターと学歴を固定して職種間で賃金を比較
すると，長期雇用型の大卒以上と雇用流動型の大
卒以上のどちらにおいても，ホワイトカラーのほ
うが現業よりも賃金が高い。この傾向自体は他の
組み合わせにもいえることであるが，ホワイトカ

ラーと現業の賃金の差異は，長期雇用型の大卒以
上と雇用流動型の大卒以上においてより大きく
なっている。
　次に，年齢・性別・キャリアといった変数を統
制してもなお，上記のランキング及びそれぞれの
組み合わせ間の賃金が統計的に異なっているとい
えるかを確認する。図 3 に，回帰モデルに基づく
セクター・学歴・職種別の賃金の予測値を示し
た。比較のための参考として，統制変数を投入し
ないモデルにおける結果をベースラインとして示
しており，これは図 2 の結果と同一のものであ
る。図 3 の統制変数を投入した結果の賃金の予測
値について，8 つのカテゴリー間の差分とその統
計的有意性をまとめたものが表 3 である。
　図 3 の統制変数を投入した結果をみると，ラン
キングにわずかな変化が生じている。長期雇用型
の大卒未満ホワイトカラーが 3 位から 4 位へ，長
期雇用型の大卒以上現業が 4 位から 3 位へ，長期
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雇用型の大卒未満現業が 5 位から 6 位へ，雇用流
動型の大卒未満ホワイトカラーが 6 位から 5 位へ
と変化している。なお，詳細な回帰表は省略する
が，統制変数については年齢が高いほど，男性で
あるほど，初職継続であるほど，賃金が高いとい
う結果になっている。すなわち，高年齢者／男
性／初職継続者が多いということが，これらのカ
テゴリーの相対的な賃金の高さと関係している部
分があるということである。
　続いて，統制変数を投入した結果において，主
要な組み合わせごとに賃金の予測値が統計的に有
意に異なっているかを表 3 によって確認する。ま
ず，大卒以上ホワイトカラーにおいては，長期雇
用型のほうが雇用流動型よりも約 120 円賃金が高
いが，この差異（1 位と 2 位の比較）は 5％水準で
も統計的に有意ではない。また，大卒未満ホワイ
トカラーにおいても長期雇用型と雇用流動型の賃
金の差異（4 位と 5 位の比較）は統計的に有意では
ない。しかし，大卒以上現業及び大卒未満現業に
おいては，長期雇用型のほうが雇用流動型よりも
約 430 円・約 270 円統計的に有意に賃金が高い

（3 位と 7 位，6 位と 8 位の比較）。
　次に，長期雇用型の大卒以上についてはホワイ
トカラーが現業よりも約 320 円統計的に有意に賃
金が高く（1 位と 3 位の比較），雇用流動型の大卒
以上についてもホワイトカラーが現業よりも約
630 円統計的に有意に賃金が高い（2 位と 7 位の比
較）。この大卒以上に関して職種間の賃金比較を
したときは，長期雇用型よりも雇用流動型のほう
がホワイトカラーと現業の賃金の差異が相対的に
大きくなっている。大卒未満に関しては，雇用流

動型においてはホワイトカラーのほうが賃金は統
計的に有意に高いという関連がみられるが（5 位
と 8 位の比較），長期雇用型においては職種間の差
異は統計的に有意ではない（4 位と 6 位の比較）。
　以上の結果をまとめる。第 1 に，ホワイトカ
ラーについては学歴にかかわらずセクター間で賃
金に統計的に有意な違いはなく，セクター間で有
意な差異が見られるのは現業においてのみであ
る。すなわち，少なくとも大卒ホワイトカラーに
関しては雇用流動型が長期雇用型よりも経済的豊
かさの面で必ずしも劣っているとはいえず，セカ
ンダリーという評価が妥当であるのは雇用流動型
の現業のみである。平均値のランキングからみれ
ば，雇用流動型大卒ホワイトカラーの賃金は 2 番
目に高く，経済的な仕事の質は相対的には豊かで
あるといえるだろう。
　第 2 に，長期雇用型の大卒未満を除いて，同一
セクターの同一学歴であれば原則ホワイトカラー
のほうが現業よりも賃金が高いが，その職種間の
賃金の差異は雇用流動型において相対的に大き
い。つまり，長期雇用型においてはホワイトカ
ラーと現業の経済的豊かさの格差が相対的に小さ
いということがいえる。

Ⅳ　企業事例に基づく分析

　前節で見た通り，大卒ホワイトカラー職種にお
いては長期雇用型セクターと雇用流動型セクター
の間には，賃金水準において明確な差は確認され
なかった。つまり，日本においても先の Osterman
の指摘と同様に，「クローズド型内部労働市場」

表 3　セクター・学歴・職種別の賃金の予測値の相互比較

順位 セクター 学歴 職種 順位
2 3 4 5 6 7 8

1 長期雇用型 大卒以上 ホワイトカラー 123 ns 325 ** 448 *** 589 *** 660 *** 761 *** 934 ***
2 雇用流動型 大卒以上 ホワイトカラー 202 ns 325 ** 446 *** 537 *** 638 *** 811 ***
3 長期雇用型 大卒以上 現業 123 ns 264 * 335 ** 436 ** 609 ***
4 長期雇用型 大卒未満 ホワイトカラー 141 ns 212 ns 313 * 486 ***
5 雇用流動型 大卒未満 ホワイトカラー  72 ns 173 ns 346 **
6 長期雇用型 大卒未満 現業 101 ns 274 **
7 雇用流動型 大卒以上 現業 173 ns
8 雇用流動型 大卒未満 現業

注：�図 3 の年齢・性別・キャリア統制の結果における賃金の予測値に関して，行側カテゴリーと列側カテゴリーの差分とその統計的有
意性を示している。*** p<0.001，** p<0.01，* p<0.05，ns p>＝0.5

出所：『職業生活調査』より筆者作成
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以外の正社員に豊かな恩恵をもたらす労働市場が
存在している可能性がある。では，雇用流動型セ
クターに該当する大企業では，企業を越えて移動
する正社員に豊かな恩恵をもたらす「オープン型
内部労働市場」と呼べる人事管理が確認できるだ
ろうか。
　一方で，長期雇用型セクターはホワイトカラー
と現業の賃金の差が小さいが，雇用流動型セク
ターは両者の差が大きい。なぜ，雇用流動型セク
ターにおいて，そのような差が生じるのであろう
か。Ⅱで確認した通り，内部労働市場は組織の
ルールに基づいて人材の処遇を決定する。そこ
で，本節では大企業の人事管理に基づき，そうし
た構造が形成される背景について考えてみる。前
節で示した雇用流動型セクターの業種を対象に，
内部登用を主たる人材確保の方法としていない企
業の人事管理の特徴について確認したい 10）。雇
用流動型セクターに該当する業種の企業の中に
は，新卒採用を継続する一方で，企業にとって重
要度の高い管理職の確保を外部調達によって実施
しているケースがある。人材サービス，外食，不
動産の企業において，そのような人事管理が確認
された。
　例えば人材サービス業の企業では，新卒採用で
毎年一定数の人員を確保し，彼らを営業で活用し
ている。一方で，事業の企画を担当する企画室の
責任者を中途採用で補充している。内部で営業な
どの仕事を経験している社員よりも，異業種の会
社で同様の業務を経験してきた人材の方が，求め
られる役割を担うことが可能であるという判断か
ら，外部調達が選択されている。他社の部長をそ
のまま部長に採用する，他社の課長をそのまま課
長として採用するといった採用が多くなっている
という。その背景には，新卒採用で特定の事業部
門で営業経験を蓄積した社員と全社的な営業戦略
などをたてる管理職の間で必要な能力の乖離が大
きいことが挙げられる 11）。このように，企業の中
核的なポストについて新卒採用で営業などの現業
を担当する社員を主たる登用候補群としないよう
な人事管理が実践されている。
　こうした人材確保の方法の下では，管理職を確
保するために場合によっては賃金にプレミアムを

設けて採用する場合がある。正社員に適用される
自社の人事制度をベースに，調整給を上乗せする
ことで，応募者の希望の年収水準の実現に取り組
んでいる。例えば，外食業の企業では，採用候補
者の市場価値や選考の過程で明らかになった採用
が可能となる賃金水準に応じて，まずは既存の正
社員を対象とする処遇枠組みの上限に位置づけ，
そのうえでさらに必要があれば調整給が支払われ
る 12）。このように，適用される賃金制度は，新
卒採用の現業と中途採用の管理職ともに同様であ
るが，その下での賃金水準の決定は，異なるルー
ルに基づいて決定されている。職種に応じて人材
調達方法と賃金のルールが共に異なっている世界
が，前節で確認された雇用流動型セクターには存
在しているといえる。
　では，こうした異なるルールが適用されるケー
スは，長期雇用型セクターの業種でも見られるの
であろうか。長期雇用型セクターに位置づけられ
る製造業や情報通信業においても中途採用が主た
る人材調達方法である職種や異なる賃金決定の手
法が適用される職種は存在する。例えば，IT エ
ンジニアや IT コンサルなどの専門的な知識が必
要な職種はその代表である。この場合，新規事業
の立ち上げから安定化に向けて必要になる専門的
な知識を提供する役割や内部人材を育成する役割
が期待されている。特に必要な人材の場合，既存
の制度とは別枠での処遇を提案する場合もある。
こうした人材専門の雇用区分（例えば「スペシャ
リスト採用」）を設けて，他社に対して競争力のあ
る処遇水準を提案できる体制が整えられている。
これらの人材の中には年収が 2000 万に達する人
材もいる（労働政策研究・研修機構 2022c）。
　しかしながら，これらの区分は基本的に有期契
約が多く，その数もそれほど多くはない 13）。ま
た，社内の新卒採用の正社員とは異なる方法で処
遇が決定されている。例えば，そのような社員の
処遇について，ある情報通信企業の詳細を紹介し
ている労働政策研究・研修機構（2022c）に基づ
くと，有期契約の下で労働市場の相場に基づく水
準を基準に，発揮した成果に基づいて報酬水準が
決定されている 14）。また，採用後の昇進は基本的
には想定されていない。内部労働市場と外部労働
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市場の類型に基づくと，外部労働市場型の活用が
なされているといえよう。前出の雇用流動型セク
ターのように，正社員に適用される賃金制度の下
でプレミアムを設けることは避けられている。正
社員の中で異なるルールを適用することを避けて
いるところに長期雇用型セクターの特徴があると
いえる。
　こうした長期雇用型セクターにおける人材活用
の特徴は，正社員として中途採用を行う場合にも
見られる。長期雇用型セクターに位置づけられる
ような企業においても，正社員の中途採用は実施
される。しかしその場合は，社内でのキャリア展
開が可能な年齢層が採用対象者になることが多い
と共に，自社の同世代の社員の賃金水準を超える
ような社員の採用は見送られる（労働政策研究・研
修機構 2022b）。長期雇用型セクターのホワイトカ
ラー職種と現業間の賃金水準の差の小ささの背後
には，このような人材活用上の特徴が存在して 
いる。

Ⅴ　ま と め

　本稿では労働者に与えられる恩恵に注目し，2
つの内部労働市場の構造や関係性について検討を
行った。本稿で明らかになったことは次の 5 点で
ある。
　 1）�個人の学歴と職種に注目して雇用流動型セ

クターと長期雇用型セクターの賃金水準を
比較すると，性別・年齢・キャリア類型と
いった基本的な要因を統制した場合，大卒
ホワイトカラーにおいて顕著な差は確認さ
れなかった。

　 2）�雇用流動型セクターでは，ホワイトカラー
と現業における職種間の賃金格差が大き
く，長期雇用型セクターでは小さい。

　 3）�雇用流動型セクターに属する企業は，新卒
採用によって一定数を確保している場合で
あっても，基幹的な管理職ポストを外部調
達によって補充している。

　 4）�雇用流動型セクターに属する企業は，管理
職と一般社員層に同一の賃金制度を適用し
ているが，賃金水準を規定する運用ルール
が異なる場合がある。

　 5）�長期雇用型セクターに属する企業は，正社
員に異なる制度や運用のルールを適用する
ことには消極的である。

　以上の知見をⅡで検討した「内部労働市場」概
念に引き付けて整理すると，次のような内部労働
市場の構造を読み取ることができる（表 4）。日本
においても外部調達を正社員の主たる人材確保の
方法とするような内部労働市場が大企業において
存在する。西村・梅崎・藤本（2024）においても
多様な内部労働市場の存在は指摘されていたが，
労働者が享受する恩恵は関心の外に置かれてい
た。本稿では恩恵について，経済的指標である賃
金水準に着目し，日本の内部労働市場の実態把握
を試みた。
　分析結果から，大卒ホワイトカラーに限ってい
えば，内部調達を主たる人材確保の方法とする

「クローズド型内部労働市場」と外部調達を主た
る人材確保の方法とする「オープン型内部労働市
場」の間で，金銭的な豊かさの優劣はつけがたい
ことが明らかになった。その意味で，雇用流動型
セクターの大卒ホワイトカラーの労働市場は，長
期雇用型セクターの大卒ホワイトカラーのそれに
並ぶ「もう 1 つのモデル」になる可能性がある。
　しかしながら，長期雇用型セクターとは異な
り，雇用流動型セクターは職種間の賃金格差が大
きいことに留意する必要がある。管理職と現業職

表 4　2つの内部労働市場の特徴

内部労働市場のタイプ クローズド型 オープン型
主要なセクター 長期雇用型セクター（「運輸，郵便，情報

通信の大企業」「鉱業，建設業，製造業の
大企業」）

雇用流動型セクター（「金融，保険，不動
産，物品賃貸業の大企業」「卸売，小売，
サービス業の大企業」）

正社員の人事管理の特徴 同一の制度を集団的に運用 同一の制度を個別の事情に合わせて運用
恩恵の特徴 職種間の格差が小さい 職種間の格差が大きい
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 1）なお，本稿では，日本の労働市場の硬直性や流動性の是非
は問題にしない。そうではなく，現在起きている変化につい
て，正確な事実認識をもつことに主眼を置いている。近年で
は，濱口（2009）による「メンバーシップ型雇用」と「ジョ
ブ型雇用」の類型が関心を集めている。長期雇用慣行について
も，解雇規制が弱い国をモデルにした改革論が喧しく，解雇規
制緩和の必要性がたびたび議論になる（山本 2021）。だが，諸
外国の雇用システムに改革のヒントを得ようとする問題意識は
古くからあり，国内の実態に対する正確な理解を欠いて海外を
モデルにする改革論は上滑りしたものになりがちである。戦後
の間もないころから日本の労働市場改革の試みは断続的に行わ
れてきた。山本（2004）が指摘するように，その目的には日
本経済の復興があった。すなわち，豊かな社会の実現があっ
た。そしてその際には，日本よりも経済的豊かさを享受してお

の間に薄くはない壁が存在している。労働政策研
究・研修機構（2021）や西村・池田・田上（2023）
等において雇用流動型セクターは長期雇用型セク
ターより待遇の低い二次的労働市場（secondary 
labor market）である可能性を指摘したが，それ
は現業の特徴をとらえたものであるといえる。し
たがって，雇用流動型セクターの内部労働市場，
すなわち日本における「オープン型内部労働市
場」は，職種間の格差を企業組織内に内包する内
部労働市場だといえる。
　長期雇用型セクターは，ホワイトカラーと現業
の賃金格差が小さく，現業も賃金水準が高い。そ
のことが企業コミュニティと呼ばれる労働者の一
体感を形成し，分厚い中間層を形成する基盤と
なっていた。そして，今なお長期雇用型セクター
ではホワイトカラーと現業の格差の小さい内部労
働市場が維持されていることを分析結果は示唆し
ている。一方，雇用流動型セクターは，ホワイト
カラーと現業の賃金格差が大きい。つまり，両極
化（Polarization）の傾向が見られる。したがっ
て，雇用流動型セクターの拡大が日本経済の豊か
さにつながるとしても，それは幅広い労働者に豊
かさが分配される平等志向の豊かさではなく，職
種による格差をともなう豊かさであるということ
ができる。
　そして，この構造は，企業の人事管理によって
意図的に生み出されている面がある。経済のサー
ビス化によって両極化が起こるという議論は先行
研究にもある（Esping-Andersen 1999）。それは主
として産業ごとの労働生産性の違いによる企業間
の格差という理解であった。しかし，本稿の職種
別データ分析の結果や事例分析の結果は，同一企
業においても職種によって経済的豊かさに違いが
あることを示唆している。
　雇用流動型セクターの企業の人事管理を見てみ
ると，新卒採用の現業担当と中途採用の管理職に
対して，異なるルールが適用されていた。具体的
には，同じ賃金制度が適用されるものの，その運
用において異なるルールが適用されていた。
　ここから，企業内に断層を有するタイプの内部
労働市場とそうではない内部労働市場が併存して
いることが示唆される。対象を大企業正社員に限

定しても，主要ポストの補充において外部調達を
主体的に選択している「オープン型内部労働市
場」が存在している。そして，その一部は，長期
雇用型セクターの同一職種と比べて享受している
恩恵が劣っているわけではない。
　したがって，2 つの内部労働市場間に一方はプ
ライマリーで他方がセカンダリーだという優劣が
あると断じることはできないが，「オープン型内
部労働市場」には，「クローズド型内部労働市場」
には見られない格差問題が内包されている。先行
研究が指摘するような企業規模や雇用形態の違い
によって生じる差ではなく，同一企業内の同一雇
用形態の中で生じている格差である。その意味
で，雇用流動化の問題は依然として格差問題と結
びついている。
　最後に本稿の課題を記しておきたい。個人の移
動は初職継続に基づいており，企業の入職から退
出を一貫して分析できているわけではない。ま
た，人事管理については少数の事例に基づいたも
のとなっている。さらなるデータの蓄積が求めら
れているといえよう。さらに，労働者への恩恵に
ついても，経済的な恩恵以外の要素にも着目して
いく必要がある。例えば，労使関係研究における
代表的なアウトプット指標である職場の民主化

（労働者の発言や参加の程度）に関連する項目など
についても検討していく必要がある。今後の課題
である。
　このように，多くの課題を抱えているものの，
内部労働市場の概念に立ち返り，日本の現状把握
を試みた本稿は，流動性の是非を問うための 1 つ
の素材を提供したと思われる。
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り，かつ，職場内での民主化も進んでいた英国や米国の存在を
念頭に置きながら，日本の職場や労働市場の構造と機能の把握
が目指された（大河内・氏原・藤田 1959）。しかしながら，現
在の雇用改革の議論では，そのような態度が希薄になっている
と感じられる。手触りのある実態に基づいた雇用改革論議が行
われる必要がある。

 2）野村（2007）は，Doeringer and Piore（1971）に 2 つの類
型があることを指摘した上で，日本では内部調達を主たる人材
確保の方法とする内部労働市場のみが内部労働市場と紹介さ
れ，その多様性が考慮されないことを批判する。

 3）ブルーカラーにおいて新卒採用が定着した背景には，1960
年代において中卒から高卒へとドラスティックな学歴代替が進
展するなかで企業が学校との制度的な結びつきを強固にしたと
いうこともある（菅山 2011）。苅谷（1991）は，高卒就職の現
場において，企業が新規高卒者を採用しようとする際に，求職
者に最初から直接接触するのではなく，学校側の職業指導に
よって選抜された生徒とその後の採用プロセスを進めているこ
とを明らかにしている。つまり，企業の採用プロセスの一部を
学校が担っており，その意味で企業と学校は制度的に結びつい
ている。

 4）ホワイトカラー研究の整理については西村・池田・田上
（2023）を参照されたい。

 5）本調査は，住民基本台帳から無作為抽出した全国の男女
（25〜64 歳）1 万 2000 人を対象に，職業生活の多様な側面に
ついて調査している。有効回収数は 5977 件（49.8％）である。
詳細は労働政策研究・研修機構（2022a）を参照されたい。

 6）賃金変数は個人年収の中間値と週労働時間を 52.143 倍した
ものから計算した。外れ値の影響を除外するために，賃金分布
の上位・下位 2％については分析から除外している。

 7）1 つめが，モノづくりを中心とする第二次産業として「鉱
業・採石業」「建設業」「製造業」である。2 つめが，人・物・
情報の伝達・輸送を行う「運輸・郵便業」「情報通信業・マス
コミ」である。3 つめが，資産の管理・取引を行う「金融・保
険業」「不動産・物品賃貸業」である。4 つめが，接客・販売
等の消費者向けの対人サービスを主として行う「卸売業」「小
売業」「宿泊業・飲食店・娯楽業」「その他サービス業」であ
る。最後に，専門的なサービスを提供する「医療・福祉」「教
育・学習支援」「専門サービス業」である。「農林漁業」「電
気・ガス・熱供給・水道業」「その他」は，個々の産業分類に
おけるケース数が非常に少なく，また民間セクターにおける位
置づけも曖昧であるため分析から除外している。「公務」につ
いても民間企業に注目するという理由で除外している。

 8）図 1 の分析対象は，キャリア情報を把握することが可能で
現在無業ではない者である（n＝4957）。なお，比較対象の企
業規模をそろえるため，ここでの分析ではサービス業も製造業
と同じく 300 人以上を大企業とする。中小企業政策における
中小企業の定義は産業によって異なっており，例えば，サービ
ス業においては「常時使用する従業員の数が 100 人以下の会
社及び個人（又は資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下
の会社）」とされている。この定義と本論の分析における大企
業（中小企業）の定義は異なっているが，産業セクターによる
違いにより注目するために産業にかかわらず 300 人以上を一
律大企業として分析する。

 9）回帰分析では，賃金を従属変数，セクター・学歴・職種と
それぞれの交互作用項を独立変数，年齢・性別・キャリアを統
制変数とするモデルを推定している。さらに，このモデルに
よって推定されたセクター・学歴・職種ごとの賃金の予測値の
差異を検定している。

10）本稿で活用する事例は労働政策研究・研修機構（2022b）の
第 2 章で取り上げられている社歴 20 年以上の 1000 人以上大

企業（製造業 1 社とサービス業 1 社のみ 500 人以上）である。
業種は製造業 6 社，建設業 2 社，情報通信業 4 社，サービス
業 5 社，外食業 1 社，不動産業 1 社，運輸業 1 社である。こ
れら 20 社の中途採用行動についての実態がまとめられてい
る。これらの事例を活用して分析されたものとして西村・池
田・田上（2023）や西村・梅崎・藤本（2024）がある。本節
の事例は，これらの内容も参照しつつ加筆したものである。

11）人事担当者は次のように語る。「企画室という部門に対して
かなり当社の経営陣が求めるレベルが高いというのが正直あり
まして，（中略）どの部門に進出をすることによって事業，業
績を伸ばせていくのかというような，かなり見通しが難しい中
で，数値的な根拠も含めてしっかり要望されるというところ
と，経営のいろいろな思うこと，それは新規事業周りであった
り，会社の組織の話であったり，かなり管掌領域が広いのが企
画室の役割ですので，その経営からのボールをどんどん的確に
打ち返していける，それに対して的確なアウトプットを出せる
というのは，今の全社の中で，各事業部で頑張っていて，事業
部でそういったことができている人でも全社を見渡してという
ことは，なかなか難しいだろうというところで，事業会社あた
りでそういった経営企画室周りで，当社と同じような経営陣か
らのオーダー，役割，要望というところを受けていく人のほう
が早期に活躍ができるんじゃないかという背景をベースにして
いるところがあります」。

12）人事担当者の挙げた例は次の通り。「募集段階では部長クラ
スで 1000 万円で募集しました。けど 1000 万円ではいい人がい
なくて，結果，みつかった人は 1200 万円（を希望する人……
筆者）でした。その人が是非欲しいという場合，部長の給与
ゾーンの上限が 1100 万円だとすると，100 万円は調整給とい
う対応（が取られることもある……筆者）」。

13）ある 5000 人以上の情報通信業の会社では数名程度となって
いる（労働政策研究・研修機構 2022c）。

14）あらかじめ成果に基づいて何段階かの報酬水準が決められ，
実際の成果に基づいて年間の報酬額が決定される。
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